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第4章 公会計原則

(4)比 較可能性
財務報告は、比較可能でなければならない。それは利用者が政府間の比較、

例えば、ある特定の行政コストや収入の構成要素を比較するに当たって、財務

報告は有用性を保持していなければならない。

第 3節 成果報告書

1 成果報 告 書

(1)政 府の役割と会計責任
憲法は、その前文で「そもそも国政は、国民の厳粛な信託によるものであっ

て、その権威は国民に由来し、その権力は国民の代表者がこれを行使し、その

福利は国民がこれを享受する。」とし、政府の役割を国民の信頼をもとに国民

を幸福にするとともに、利益をもたらすこととしている。

法第 2条 は、憲法で規定された福利を実現するために、「普通地方公共団体

は、その公共事務及び法律又はこれに基く政令により普通地方公共団体に属す

るものの外、その区域内におけるその他の行政事務で国の事務に属しないもの

を処理する。」ものと定めている。

ここに定められた事務を例示すると、おおむね次のとおりである。

① 地方公共の秩序を維持し、住民及び滞在者の安全、健康及び福祉を保持
すること

② 公園、運動場、広場、緑地、道路、橋梁、河川、運河、溜池、用排水

路、堤防等を設置し若しくは管理し、又はこれらを使用する権利を規制す

ること

③ 上水道その他の給水事業、下水道事業、電気事業、ガス事業、軌道事
業、自動車運送事業、船舶その他の運送事業その他企業を経営すること
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第3節 成果報告書

④  ドック、防波堤、波止場、倉庫、上屋その他の海上又は陸上輸送に必要

な施設を設置 し若 しくは管理 し、又はこれらを使用する権利を規制するこ

と

⑤ 学校、研究所、試験場、図書館、公民館、博物館、体育館、美術館、物

品陳列所、公会堂、劇場、音楽堂その他の教育、学術、文化、勧業、情報

処理又は電気通信に関する施設を設置し若しくは管理し、又はこれらを使

用する権利を規制し、その他教育、学術、文化、勧業、情報処理又は電気

通信に関する事務を行うこと

⑥ 病院、隔離病舎、療養所、消毒所、産院、住宅、宿泊所、食堂、浴場、

共同便所、公益質屋、授産施設、救護施設等の保護施設、保育所、養護施

設、教護院等の児童福祉施設、老人ホーム等の老人福祉施設、身体障害者

更生援護施設、留置場、屠場、じんかい処理場、汚物処理場、火葬場、墓

地その他の保健衛生、社会福祉等に関する施設を設置し若しくは管理し、

又はこれらを使用する権利を規制すること

⑦ 清掃、消毒、美化、公害の防止、風俗又は清潔を汚す行為の制限その他
の環境の整備保全、保健衛生及び風俗のじゅん化に関する事項を処理する

こと

③ 防犯、防災、罹災者の救護、交通安全の保持等を行うこと

⑨ 未成年者、生活困窮者、病人、老衰者、寡婦、身体障害者、浮浪者、精

神異常者、めいてい者等を救助し、援護し若しくは看護し、又は更生させ

ること

⑩ 労働組合、労働争議の調整、労働教育その他労働関係に関する事務を行

うこと

⑪ 森林、牧野、土地、市場、漁場、共同作業場の経営その他公共の福祉を

増進するために適当と認められる収益事業を行うこと

⑫ 治山治水事業、農地開発事業、耕地整理事業、公有水面埋立事業、都市

計画事業、土地区画整理事業その他の土地改良事業を施行すること

⑬ 発明改良又は特産物等の保護奨励その他産業の振興に関する事務を行う
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こと

⑭ 建造物、絵画、芸能、史跡、名勝その他の文化財を保護し、又は管理す
ること

⑮ 普通地方公共団体の事務の処理に必要な調査を行い、統計を作成するこ
と

⑮ 住民、滞在者その他必要と認める者に関する戸籍、身分証明及び登録等
に関する事務を行うこと

⑭ 消費者の保護及び貯蓄の奨励並びに計量器、各種生産物、家畜等の検査
に関する事務を行うこと

⑬ 法律の定めるところにより、建築物の構造、設備、敷地及び周密度、空
地地区、住居、商業、工業その他住民の業態に基づく地域等に関し制限を

設けること

⑩ 法律の定めるところにより、地方公共の目的のために動産及び不動産を

使用又は収用すること

⑩ 当該普通地方公共団体の区域内の公共的団体等の活動の総合調整をする
こと

④ 法律の定めるところにより、地方税を賦課徴収し、又は分担金、使用
料、加入金若しくは手数料を徴収すること

② 基金を設置し、又は管理すること
会計責任と訳されるAccountabilityは 「自己が行つた行動の正当性を説明す

ること」(1)である。これらの事業は、国政が国民の信託に基づいて行われる以

上、その反射効として住民は政府に対して知る権利を持っている。政府の国民

に対する会計責任は、企業の経営者が資本家に対して負う会計責任よりも重大

な会計責任を負っている。企業会計において中心的な株式会社は、資本の出資

により設立され、出資者はその金額以上に会社の行為により生じた損害を追求

されることはない。

ところが、政府の場合には、適法に行われた公務員の行為は国の行為とな

り、その結果はすべて国民に帰属することになる。国民は株主のような有限責
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第3節 成果報告書

任ですまされるのではなく、無限責任を負うことになる。このような点から、

政府の国民に対する会計責任は、企業の経営者が資本家に対 して負う会計責任

よりも、重大な会計責任を負っているといえるのである。

ところが、我が国では会計責任という言葉に剛1染みがない。これには二つの

理由があると思われる。第 1は 、歴史的に行政が会計責任を回避する傾向にあ

る点である。会計決算については、多 くの国が国会の議決を必要とするが、明

治憲法の制定にあつては、その手本となったプロイセン憲法の決算報告の目的

「政府の責任解除のためJの文言が削られた健)。 削られたこの言葉は、現在の

憲法においても復活することはなかった。

地方自治体でもこの点は同じで、目的が明らかにされない決算報告が議会に

提出され、住民にも公表されている。一度予算が議会において可決されると、

執行額が予算の範囲内であればその成果は間われることもなく、決算が否認さ

れても行政が責任を問われることはない。いきおい、公会計では予算が重視さ

れ、決算が軽視される傾向が生じる。

第 2は、我が国では企業会計の分野が先行 している点である。企業の目的は

利益である。利害関係者への開示を目的とする制度会計でも適正な期間利益の

算定が重要であり、会計監査もこの観点から行われる。すなわち、「会計責任

=適正な期間損益の開示」といつた図式が成立したように見受けられる。

(1) Govemmental Accounting Standards Boards of Thc Financial Accounting Foundation,Concepts Statement

No l ofthc Govcmmcntal Accouning Standards Boards ObJccdvC Of Financial Reponing,may 1987,Para

56参照。

(2)小峰保栄『財政監督の諸展開J昭和49年、大村書店、87～ 105ペ ージ、参照。

(2)成 果報告書の機能
成果報告書は事業別に成果とコストを開示し、業績の評価を行うことに資す

ることを目的として作成される。「公会計原則 (試案)」 においては、成果報告

書の本質を次のように記述している。

Iθ7



第4章 公会計原則

(成果報告書の本質)

一 成果報告書は、報告主体の設立目的に適合 した業績評価に資する財務

又は非財務情報を提供することを目的とする。

公会計の対象となる政府の目的は企業の目的である利益と異なり、福利が目

的とされる。福利は国民を幸福にし利益をもたらすことであるが利益と異なり

業績測定の貨幣的評価は困難であり、数値目標の達成値を開示するだけでも不

十分である。会計責任の基本である説明によってその解除が可能となる。

二 成果報告書の作成においては、特に定める場合を除いては、一般に公
正妥当と認められた公会計の基準並びに適正な会計慣行に準拠して行う

ものとする。

「公会計原則 (試案)」 は、一般に公正妥当と認められた公会計並びに適正

な会計慣行を前提としているが、いまのところ日本ではデイスクロージャーを

前提とする公会計の分野において、公正妥当と認められる会計慣行としては成

立していない。そこで、各国の慣行を考慮した上で利用者の業績評価について

有用な情報を提供することを指向しているものと理解されたい。

ここで、成果報告書の利用者としては、行政との関わりを視点に、以下の四

つのグループに分類される。

① 納 税 者

憲法では、納税を国民の義務としていることから納税者と住民は同じ経済主

体を示している。納税者は、政府の福利の提供先であり、同時に政府の活動資

源を納税という方法により提供している。政府の提供するサービスは、市場で

の貨幣を媒介とする交換を行わないので、需要者である住民は、そのサービス

に対して、支払つてもよいと考える対価を表明する機会が失われている。

また、表明するとしても政府の提供する財の多くが、他人の利用を排除でき

ない公共財であるため、真実の需要価格を表明しない。本来、住民の政府に対

Iθ∂



第 3節  成果報告書

する選好の表明は、代表者の選挙により示されるが、多岐にわたる政府の活動

は、住民の関心の対象も同様に多岐にわたることとなる。しかも、通常、住民

は政府の情報を入手するための時間的な市1約があり、また、その分析について

も能力に限界がある。このような限界と要請を補うのが報道機関や経済アナリ

ス トである。この点で、報道機関や経済アナリス トも財務情報の利用者として

住民の範囲に含まれることになる。また、政府に対する投資家や債権者も繰り

延べられた将来の税額の負担者として住民の範疇に含まれる。

② 議   会

議会は、住民により選出された議員により構成される。議会は行政の方針を

決定し、政策の優先順位を決定する。本来、議会の権限は主権者の代表者とし

て位置付けられ、課税の決定や基金の取崩 し、使途を決定するとともに、行政

の政策の執行過程も監視することになる。

③ 監 督 官 庁

他の組織に補助金や譲与税を提供する組織は、その補助金の使途について当

該行政主体に制限を加えることになる。この意味では、議会が政策の執行過程

も監視するのと同じ視点に立つことになる。

④ 行政担当者

財務情報が、住民の納得を得られる業績評価の基準を提供できる場合には、

行政担当者にとっても財務情報は重要な情報となる。住民の福利を目的とする

政府の業績評価は、期間利益のような貨幣額での表示に馴染むものではない。

成果報告書は、各担当者が自らの業績を説明することにより、自己の行為の有

用性を自ら説明する機会が与えられることになる。

業績評価の基準として公表される成果報告書が利用されることにより、上述

の財務諸表の利用者は、共通の尺度を持つことが可能となる。成果報告書は事

務事業別あるいはプログラム別に業績の説明と、そのコス トが明らかにされ

る。明治憲法の制定でうやむやにされた会計責任がこの構造をもつことにより

明確になるのである。成果報告書により、行政の行うサービスの質と量が明示
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第4章 公会計原則

されるとともに、その価格が明示 される。これにより従来横並びで政策が行わ

れていた行政に競争原理の導入が可能になる。

(3)成 果報告書の構造
成果報告書は、業績説明の部とコスト報告の部から構成される。業績説明の

部は、企業の損益計算書に例えれば獲得された収益である売上に相当するもの

で、行政の行つた成果を説明している。この説明を行う範囲の区分の仕方を公

会計原則 (試案)では、以下のように示している。

(ガバメントタイプの成果報告書原則 )

三 事務事業別あるいはプログラム別に目標とすべき財務的又は非財務的
成果数値を明示し、これと実績とを比較対比するようにして成果報告書

を作成するものとする。

I 業績説明の部

ガバメントタイプの場合、成果に相当する部分のほとんどは非財務的成果で

ある。企業会計はその報告主体の目的が利益であることから効用差分を貨幣差

分に変換することは容易である。ガバメントタイプの場合、政策策定の段階か

ら、数値で目標が定められているのであれば、その数値が表示され、そうでな

ければ事業の説明が行われる。事務事業別あるいはプログラム別の区分は、行

政において当該事業の責任者が説明ができる範囲で行われることになる。この

範囲は、今後の実務において適切な策定が望まれる。

業績説明の部においては、説明を行うものの職位により説明する範囲は異な

るが、説明の内容として含まれるべきものは以下のようにまとめられる。

① 事業の必要性

政府が、事業計画を計画した段階の背景を記述することは、その事業の必要

性を確認する上で重要な情報となる。その計画が、議会で承認された時期に想

定 している事業からサービスを受ける者が誰で、どのような生活環境にあるの

か、それが報告を行う時点でどのように変化しているかが記述されなければな

IIθ



第3節 成果報告書

らない。さらに、我が国の経済が計画経済ではなく市場経済を基本としている

ことから、政府の役割は市場の失敗を補うものでなくてはならない。政府の事

業が、市場の失敗をその根拠にしている以上、報告時点で市場の失敗が事業を

策定した時点と同じように観察されるのか、あるいは変化しているのかという

ことが報告されなければならない。

② 効率面での検討

政府の事業の多くは独占的に行われる。さらに、選好を知り得ない他人のた

めに支出が行われる点から、経済原則に則った支出は困難である。また、行政

内の担当者の業績評価が議会に提出される予算の金額に着目されるならば、予

算規模の拡大を指向するようになる。このような傾向を抑止するためにも成果

報告書は有効である。

公会計原則 (試案)で は、「事務事業別あるいはプログラム別に目標とすべ

き費用を明示し、これと実績とを比較対比するようにして成果報告書を作成す

るものとする。Jと している。

プログラム別の目的とする費用は、おおむね予算を示すものであるが、当初

予算は業績説明の部に記載されるか、あるいは実際発生額に併記する形で表示

される。よく内部牽制が考慮された組織であれば、支出を行う担当者の恣意性

が介在できないように、その裁量が制限されるために、いきおい煩雑な手続を

行うことになり、その事業は民間が行う場合に対して極めて非効率になる。そ

こで、成果報告書では業績説明の部において効率面の検討が行われなけばなら

ない。この方法としては、他の自治体や民間で行われている同種事業との比較

が有用である。

③ すでに投下された資源に関する情報

「公会計原則 (試案)」 では発生主義の立場をとっていて、資産・負債と、

成果報告書の関連を以下のように記している。

貸借対照表の資産及び負債項目の会計期間中の増減内容を、次の区分

に従って計算することにより、成果報告書を作成するものとする。
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1.資金項 目に係る増減内容 (資金収支計算書 )

2.非資金項目に係る増減内容 (非資金項目増減計算書)

資金収支計算書及び非資金項目増減計算書の作成に当たっては、

各々、行政活動に係る増減、投資活動に係る増減、財務活動に係る増減

等に区分して行うものとする。

行政は、単年度主義をとっていることから、コスト説明の部で開示される情

報には投下された資源は表示されない。しかし、事業が長年にわたるような場

合、あるいは、当初予算に比べて過大な資源がつぎ込まれているような場合に

も、その実態が把握できるようにすでに投下された資源は業績説明の部に表示

されなくてはならない。また、その事業の資金に充てるために地方債が発行さ

れる場合はあるが、これら地方債の発行額はこの業績説明の部に記載されるこ

とになる。

同様に、注意が必要なのは貸付や債務保証を行う場合である。現行の会計方

式であれば、貸付金は支出された段階で支払があり決算書に表示されるが、公

会計原則ではこれらの支払は財務資源間の振替えであり、成果報告書のコスト

の開示の部では表示されず、貸借対照表に表示されることとなる。いかほどの

貸付があるのか、あるいは、いかほどの債務保証をしているのかは、業績評価

の部において説明される事項である。

貸付や債務保証では、当然その貸倒れや債務保証の発生の可能性は記載され

る事項である。発生主義をとっている以上、地方公共団体の一般会計がもって

いる貸付金や投資額については、その時価で評価が行われなければならない。

④ 計画の評価

計画の最終的な評価は、選挙を通して住民が行うのであるが、業績説明の部

において担当者からの第一次的な業績に対する効果と費用分析が可能となる。

このような情報を提供できる担当者は、多くの場合その成果に対し既得特権を

持っている。例えば、事業の継続は、その担当者にとっては既知の業務の継続

である。変化を望まない者は、経済的な判断よりも、その事業を継続すること
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に主眼をおいた業績の報告を行う傾向がある。政策を策定する際に、その目的

とその政策の停止要件を明確にすることにより、その事業の継続の必要性に
つ

いても、ある程度の判断ができる報告が行われなければならない。

Ⅱ コス ト説明の部

コスト説明の部では、コストの開示は直接原価計算の手法をとった原価報告

書に近似する開示が行われる。原価計算基準では、直接費は製品との関連によ

り把握される。成果報告書では、事業との関連により直接費を把握する。他の

事業と共通する費用は、当該事業の間接費として他の関連する他の事業とを
一

括して当該関連事業を並列表示する。上位の職位の者は、下位の者に比
べて成

果を獲得するためにコントロールできる範囲は広がる。すなわち、直接費
の範

囲が広がるのである。事業ごとのコストは当該事業の業績説明を行う責任者の

コントロールできる範囲の直接費と、この責任者にとって間接費となるコス ト

を管理できる上位の責任者の間接費を重層的に開示する方法で、表示される。

このように、関連する費用を事業別に把握 し、より上位の職位の者の成果報

告書を作成していくことにより網羅性を持った費用の報告が可能になる。

Ⅲ 重要な一覧性

成果報告書では説明を行う事業の業績とそのコストが一覧できることが重要

である。業績説明は成果報告書の上記様式に記入する場合には十分な説明が行

えない場合がある。このため、この範囲には要点を記載 し、さらにその内容を

別記することも求められる。

貸借対照表が概要性を把握するのに有用であり、会計主体の法人格単体とそ

の連結を行った二表が作成されるのに対 して、成果報告書は事業別に作成され

報告者のレベルごとに作成されるので、各会計主体ではかなりのボリ
ュームが

要求されることになる。このような、要件を満たす成果報告書のひな型は図表

4-1の ような形式となる。

(4)成 果報告の方法

公会計の報告主体の目的は住民に対する福利の提供である。
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回表 4-1 成果報告書ひな型事例
社会福祉費 高齢者保険福祉事業

業績説明の部

目的

‖標

各事業の成果

政策の概要

高齢者が尊厳を持って住み慣れた地域で安心 して自立 した生活を送れる長寿社会の
実現 を目指す。

事業合計 総 務 在宅福祉対策 養護施設の緊急整備

平成11年 に新ゴール ドプランの日標水準を達成する。

(各事業の‖標とその達成度は別表に記載 )

施設建設のための地

方債の発行 を行 っ

た。

本年度より、ホーム

ヘルパーはほぼ予定

通 り増員 され た。

シ ョー トステ イは

41Xl人 の定員が達成

可能となり今後の利

用が期待される。

特養ホーム 保健施
設の建設 を開始 し

た。

新ゴール ドプランに

基づ き、平成H年 日
標 の

“

%を 達 成 す
る。

高齢者が快適に過せ

る施設の建設

数値日標 ホームヘ ルパ ー を

1,020人 に 増 加、

ショー トステイの定

員をVo人 とする。
達成実績 ホームヘ ルパ ー を

87人 に 増 加、
ショー トステイの定

員を38人 とした。

進捗率

“

%

当該政策のための有形資産及

び負債の状況 95年度地方債
30,KXXl,lXXl

シヨートステイホーム

2,350,645

ホームヘルパー育成費
5,630,455

特養ホーム

2,155,674

保健施設

14,052,7∞

コス ト説明の部

支払済総合計

直接費合計

間接費合計

直接費明細

49,966,277

6,50Xl,000

6,468,898

36,389,593

7,076,684

7,076,684内 容 直接費合計

人件費

外部委託費

消耗品費

不動産及び設備に関する費用

35,920,695

5,788,227

6,900,695

1,353,660

6,CXXl,OXl

51Xl,KXXl

29,920,695

788,227

4,403,695

1,276,976

5,lXXl,mЭ

2,lX10,lllXl

76,684

間接費 (総務費 )

43,273.355内容 間接費合計

人件費

外部委託費

消耗品費

公債費

36,075,300

0

400,mXl

6,798,055

36,075,300

41Xl,lllD

6,798,055

参考

本年度予算

職員数

23,857,572

75
3,7Э3,お5

9

10,511,754

3

9,642,2「93

15
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企業会計においては利益を目的とするため、成果は貨幣としての評価が可能

であるが、獲得された成果を貨幣評価することには困難をともなう。このた

め、事務事業ごとあるいはプログラムごとの成果報告では説明が行われるが、

これに具体的な指標を援用することは、成果報告書利用者の理解を助けるうえ

で有用である。

この数値を設定する際に考慮すべき点はその指標が政策を実行することに

よって達成しようとする目的 (ア ウトカム)を表現しようとする数値なのか、

政策を実行する過程での目標として設定された数値に対 して達成された指標

(ア ウトプツト)な のかを明確に区分することである。

ひな型では高齢者福祉事業を例示したが、事業のアウトプットとしての指標

は一つの事業に対 して複数の設定が行われる。また、政策策定においては雇用

創出目的のための公共投資のような、創出された雇用をしめす指標と資源の有

効利用を示す指標といった、場合によっては相反する指標がアウトカムを示す

場合も想定される。この様な指標は政策の策定時あるいは予算の設定時に明示

される慣行が定着することが望まれる。

正味財産増減計算書

成果報告諸原則注解では、正味財産増減計算書について以下のように述べて

いる。

注 4.正味財産増減計算書

この正味財産増減計算書は、3E目 的の成果報告書のみでは簿記技術的

にみて貸借対照表に対応した損益計算書が作成しえない場合にのみ補助財

務諸表として作成すべきものであり、決して、この正味財産増減計算書の

みで成果報告に代えようとしているものではない点に留意すべきである。

公共財を会計主体が取得した場合、成果報告書ではそれが業績説明の部に記
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載されるが、各レベルで埋込まれてしまうため、全体として当該会計年度にど

れほどの正味財産を獲得したかを全体として把握するには困難をともなう。こ

のため成果報告書に記載された正味財産の増減を貸借対照表に表示するための

連結環として正味財産増減計算書が機能することになる。

そのひな型を示せば図表 4-2の ようになる。

図表4-2 正味財産増減計算書ひな型
投資活動の部

期

額

当

増
期
額少

当
減

純

額

期

減

当

増 備  考

資金項目に係わる増減内容
行政活動に関わる増減

当年度収支差額
投資活動に関わる増減

当年度収支差額
財務活動に関わる増減

当年度収支差額

当年度資金収支差額合計    A
非資金項目に係わる増減内容
行政活動に関わる増減
増加額

発生原因別
減少額

発生原因別

糸屯ナ曽力成塔頁     B

投資活動に関わる増減
ナ曽カロ額

発生原因別

減少額

発生原因別

純増減額   C
財務活動に関わる増減
士曽カロ額

発生原因別
減少額

発生原因別

純増減額   D
当年度非資金項目純増減額合計    E=B+C+D
当年度正味財産純増減額

前年度繰越財産額

次年度繰越正味財産純増減額

F=A+E
G
H=F+G
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正味財産と社会資本

当協会が示した、「公会計原則 (試案)Jは、財務資源だけでなく経済資源を

測定の対象にしたことに特徴がある。財務資源のみを測定の対象とする場合

で、資産と負債を比較し債務の金額が超過している場合には、報告主体が借り

入れた公債等の償還の為の資金が不足することを示しており、将来の増税や遊

休資産等の売却が必要であることを示すことになる。

財務資源以外の経済資源で資産に計上されるのは、道路や上下水道といった

インフラ資産などの公共財と呼ばれる資産が金額的にも重要性がある。これら

の資産は行政が管理して、初めてその機能が発揮されるのである。売却を前提

とする時価評価は、これらの資産の利用目的からも有意義な評価とは言い難

い。公債の発行の原因となるのは、公共財の充実をはかるためのものであり、

その使途との関連を明示し行政活動の成果を示す上でも、これらの評価は歴史

的原価主義が望ましい。

財務資源以外の経済資源で資産に計上されるものは、公共財の比重が大きく

なる。経済学の分野では、しばしば、これらの資産を社会資本と言っている。

会計学の資本は、その経済主体の支配者の持ち分を示すものであり、その内容

は経済主体の設立の段階で投下された部分と、経済活動の成果として獲得され

た部分から構成される。経済学でいう社会資本は、投下された資源が、どのよ

うな形で運用されているかを示す資産という名称、すなわち、社会資産と称さ

れるべきである。

もっとも行政活動の結果として獲得された資源を、会計学の資本概念を当て

はめれば、社会資本と呼ぶべきものとなる。社会資産は、社会資本の運用形態

であり、社会資産と社会資本は同値となる。

経済資源全体を加算して、その貸借差額を求めるのは、現在の価値により測

定される財務資源と、いくら使つたのかという歴史的原価により測定される社
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会資源を加算するものであり、測定方法の異なる数値を加減することとなる。

この意味で、貸借対照表の差額として表示される正味財産については、その原

因が財務資源に求められるものと、財務資源以外の経済資源に原因が求められ

るものとに峻別されなければならない。

第 4節 単会計年度制度の問題点と複会計
年度制度の導入

単会計年度制度の問題点

地方公共団体の活動は、もともと期間の制約がなく継続して続けられるもの

である。そのため、会計年度を定めた趣旨は、 1年 に区切って整理することに

より、収入と支出を予測し、収入の範囲内に支出を抑制することが可能にな

り、また、住民は行政活動を定期的にチェックし、あるいはコントロールする

ことができることにある。

法第208条第 2項の規定である、「各会計年度における歳出は、その年度の歳

入をもってこれに充てなければならない。」ことを厳密に適用した場合には、

次のような不合理な状況が生じることとなる。

① 予算との関連
一会計年度の収入及び支出は他の年度にまたがることを禁じると、予算の執

行上無駄や不合理な点が生じる。すなわち、予算に余裕があるときには、必要

のない支出を行い、予算に不足が生じる可能性がある場合には、早急に実施す

ることが望ましい事項でも翌年度以降の支出に回すケースが生じ易い。

② 会計年度所属区分の規定との関連
会計年度所属区分は、権利の発生、徴収手続、現金出納及び支払義務の発

生、支払手続、支払時期が 2会計年度にわたる場合の所属を定めたものであ

る。この規定の内容は、例えば、歳入は納入すべき期日が法令又は契約によっ
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てあらかじめ定められている収入は納期の末 日の属する会計年度の歳入にな

り、また、歳出では支出負担行為をした日の属する会計年度の歳出になる。こ

のことは、行われた時点を基準として判断すれば、当該行為がどの年度の予算

の効力期間に行われたものであるかが、法律上又は形式上明確になるためであ

り、法は発生主義であると判断される。

しかしながら、現金主義を採用している現状の会計基準では、このことを決

算書に計上することは不可能である。

③ 出納閉鎖期日との関連

会計年度所属区分の規定では、随時の収入は予算の属する年度、すなわち 5

月31日 の出納閉鎖期日までに収入されたものは前年度として所属年度を区分す

るというものである。そのため、この 2カ 月の間は前年度分と当年度分の会計

(予算の執行)が並行して行われることになる。消費会計であるが故に可能な

のであって、貸借対照表を作成すると無理が生 じる。未収、未払勘定を設け

て、当該期間の収入、支出に取り込めば解決する問題である。

複会計年度制度の導入

前述のような不合理な状況が生じるのは、会計の基礎が現金主義と単会計制

度によつていることに起因する。法第208条 第 2項 の規定の真の目的を達成

し、地方公共団体が永続して存在 し、世代間の公平な負担を実現するために

は、複会計年度制度、発生主義会計、貸借対照表の概念を地方公共団体の会計

に導入すべきであると考える。

① 複会計年度制度

複会計年度制度は、「各会計年度における歳出は、当該年度の歳入をもって

これに充当する」という基本概念は堅持した上で、債権と収入、債務と支出の

乖離を合理的に連動させる概念である。すなわち、歳入の所属年度は、当該歳

入が本来帰属すべき会計年度に計上し、歳出の所属年度は当該歳出が本来帰属

IIθ



第4章 公会計原則

すべ き会計年度に計上することを原則 とした会計制度である。

② 発生主義会計の導入

法は、歳入は納入すべき期日が法令又は契約によって、あらかじめ定められ

ている収入は納期の末日の属する会計年度の歳入になり、歳出は支出負担行為

をした日の属する会計年度の歳出になると定めている。このことは、法は概念

的に発生主義を採用 しているものと考えられる。したがって、この概念 (債

権・債務確定主義)を 会計制度に導入することにより、複会計年度制度を側面

から支えることとなる。

③ 貸借対照表の概念の導入

発生主義の概念を会計制度に導入することは、会計年度間で債権及び債務の

未収・未払が生じるため、必然的に貸借対照表の概念を導入することが必要と

なる。すなわち、会計年度間の末日におけるストック情報が必要になる。歳入

歳出決算書においても、未収の収入及び未払の支出が計上されることを意味す

る。このことにより、歳入歳出決算書には、当該会計年度において、本来の収

支が計上されることとなり、より実態を表 した決算書になることを意味する。

④ 複会計年度制度の長所

複会計年度制度の長所としては、次の事項があげられる。

ア 不必要な支出を減少させることができること。

会計年度が継続することにより、当該会計年度に予算を使いきらなけれ

ばならないという発想が減少し、無駄な支出が減少することとなる。

イ 実態に即した歳入歳出決算書を作成できることになること。

現金主義会計では、現金の収支のみが歳入歳出決算書に計上されるが、

複会計年度制度を導入することにより、当該会計年度において本来収入す

べき歳入及び本来支出すべき歳出が計上されることとなり、歳入歳出決算

書が当該会計年度の収支の実態をより明瞭に表示することとなる。

ウ 住民に当該地方公共団体の債権・債務の状況を開示することができ、住

民に公的アカウンタビリテイの責務の一部を呆たすこととなること。

住民は単に収支の状況だけでなく、財政状態も把握することができるこ
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とによって、より詳細な財務情報を目にすることによって、住民は地方公

共団体の運営に参加することができることとなる。ひいては住民の世代 間

の公平な負担の論議 にも寄与することが可能となるのである。

第 5節 諸外国の公会計原則

主な諸外国の公会計原則について、それを規定している基準書及び国又は地

方政府レベルの決算書並びに決算書に記載されている会計方針によつて、諸外

国の公会計原則について、以下に触れていくこととする。

なお、フランスの地方政府については、完全発生主義を規定している会計指

令 M14が1997年度より適用開始となる予定である。フランスの地方小都市で

は、以前から発生主義会計を採用しているものがあり、例えば、パリ市南部に

あるソー市では、既に完全発生主義に基づいて財務諸表を作成している。

また、イギリス中央政府においても、「資源会計」導入に伴って2000年 度か

ら発生主義会計に移行することを決定している。

世界の公会計原則をめぐる今後の大きな動向としては、次の諸点が議論の中

′し、となろう。

① 測定の焦点を全経済資源とし、会計の基礎を完全発生主義とする方向に

向かっていること

② 経済資源の経済的、効率的及び有効的活用を目的とした「資源会計」の

導入に向かっていること

この場合、「資源会計Jを 財務会計 システムの中で実施するべ きか否

か、キャピタル・チャージの方式など、「資源会計」のやり方についてイ

ギリスでも大きな論争となっていること

③  「資源会計」の導入との関連で、固定資産を時価評価する方向に向かっ

ていること

④ 特に、評価に難点の多い遺産資産を測定の焦点 (貸借対照表に計上する
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